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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期

第３四半期連結
累計期間

第25期
第３四半期連結
会計期間

第24期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（千円） 19,129,3636,999,446 －

経常利益（千円） 618,876 261,401 －

四半期（当期）純損失（△）

（千円）
△259,578△412,093 －

純資産額（千円） － 11,966,692 －

総資産額（千円） － 15,147,869 －

１株当たり純資産額（円） － 818.59 －

１株当たり四半期（当期）純損失金額（△）（円） △17.76 △28.19 －

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） － 79.0 －

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
128,159 － －

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△728,409 － －

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△365,317 － －

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） － 1,009,550 －

従業員数（人） － 474 －

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第24期については、連結財務諸表を作成していないため記載しておりません。

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 474 (629)

　（注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（1人1日8時間換算）は、当第３四半期連結会計期間の平均人員を

（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 463 (625)

　（注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（1人1日8時間換算）は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）外

数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【仕入及び販売の状況】

(1）商品仕入実績

当第３四半期連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

小売事業（千円） 3,294,415

飲食事業（千円） 93,945

卸売事業（千円） 830,648

合計（千円） 4,219,009

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）販売実績

当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

小売事業（千円） 5,744,377

飲食事業（千円） 307,630

卸売事業（千円） 947,438

合計（千円） 6,999,446

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）業績の状況

当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日～平成20年12月31日)におけるわが国の経済は、米国サブプライム

ローン問題に端を発した金融市場の混乱が実体経済にも影響し、企業業績の悪化と雇用不安が増大することとな

り、生活者の消費も抑制され、また廉価志向が高まる状況となりました。

魚介類もこの数年のグローバルな需要の高まりに対応した価格上昇傾向が一転し、需給バランスの崩れにより全

般的に相場安へと変化いたしました。

このような中、当社グループは、既存店舗の活性化に努力すると共に、新規店舗の営業の安定化と米国事業の定着

を図ってまいりました。

また、金融状勢の悪化に伴い、当第３四半期連結会計期間末に保有する有価証券の時価の下落率が当社規程にお

ける減損の基準を上回ったため、投資有価証券評価損８億66百万円を計上いたしました。

この結果、当社グループの第３四半期連結会計期間の売上高は69億99百万円、営業利益は３億96百万円、経常利益

は２億61百万円、四半期純損失が４億12百万円となりました。

事業の業種別セグメントの業績は次のとおりであります。

①小売事業

小売事業におきましては、各業種で商品の低価格化への動きが拡大し、消費者の価格志向が強まる中、当社のグ

ローバルな仕入ネットワークとバイイングパワーの強さを発揮し、より良い商品をより安く仕入れ、お客様に提供

する努力により既存店舗の売上高は、対前年同期比で4.8％伸長するなど好調に推移いたしました。

また、平成20年11月に川崎駅ビルＢＥの地下食品街に川崎店(神奈川県川崎市)を開店いたしました。

この結果、売上高は57億44百万円、営業利益は４億75百万円となりました。

②飲食事業

飲食事業におきましては、不況感の強まる中、生活者が外食への出費を控える状況が顕著になってまいりました

が、旬のメニューの提案・サービスレベルの向上・集客のための販売促進を行い、既存店舗の売上高対前年同期比

もほぼ前年並みとなり、現環境下としては安定した業績を上げる事ができました。

この結果、売上高は３億７百万円、営業利益は７百万円となりました。

③卸売事業

卸売事業におきましては、当社は、スーパーマーケットへの卸売を効率性の観点から見直したことと、前年計上さ

れたメーカーへの原材料販売が減少したことにより、売上高は前年の７割弱になりました。

一方、平成20年４月より事業を開始した米国子会社ウオリキ・フレッシュ・インクの売上高が１億88百万円と

なったことから、卸売事業合計の売上高は９億47百万円となりました。

営業損益は、米国子会社の初期の先行投資負担も大きく18百万円の損失となりました。

　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、10億９百万円となりまし

た。

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、２億27百万円の支出となりました。主なマイナス要因は、売上債権の

増加額12億13百万円、税金等調整前四半期純損失６億11百万円であり、主なプラス要因は、投資有価証券評価損８億

66百万円、仕入債務の増加額６億28百万円等であります。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、８百万円の支出となりました。主な要因は、有形固定資産の取得によ

る支出１億１百万円であり、プラス要因として、投資有価証券の売却による収入82百万円等があります。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、全て未払配当金の支払によるものであります。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

該当事項はありません。

(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く事業環境は、企業業績・雇用環境の悪化や将来の社会保障の不安などにより、生活者の

生活防衛のための消費意欲の減退が顕著となっており、先行き不透明感の強い状況となっております。また、平成20

年秋以降の世界的不況の中でグローバルな鮮魚の流通は、一時的にやや供給過剰となり、相場が安値になった状況

はありますが、大きなトレンドとしては、諸外国の魚食の高まりによる日本への魚介類輸入の減少傾向等、商品の流

通状況の変化が大きな問題となっております。

当社のグループ経営戦略としては、強みである鮮魚の仕入力、販売力と経営実績によりつくられた信用力を活か

して、総合的な「海産流通企業」をめざすことを基本的な方針としております。

この実現のために、基幹事業である鮮魚及び寿司の小売事業の業務内容の強化と、首都圏及び築地市場からの物

流可能な中京圏を中心とした店舗網の拡大・整備を図っており、当期に入り小売事業２店、飲食事業１店の開店の

他、小売事業３店の閉鎖を行い、常時店舗の活性化を図っております。

また、鮮魚の仕入力の強さと、培った鮮魚の小売ノウハウを活かし、リテールサポートを付加した食品スーパーを

主とした取引先とする鮮魚卸売事業を行っており、収益性を観点とした事業の見直しを行っております。

飲食事業は鮮魚に係るノウハウを充分に活用した店舗フォーマットの確立と、成長力・収益力をともに推進でき

る体制を整えてまいります。

また、世界的な魚食の高まりに対応して、グローバルな鮮魚流通を進めることが必要と考え、米国において魚介類

卸売会社ウオリキ・フレッシュ・インクの事業を開始いたしました。今後、当子会社の売上規模の拡大と事業構造

の確立を急務として対処してまいります。

また、これらの事業を円滑かつ効率的に推進するために、物流センター機能の充実、情報システムのレベルアップ

を図ってまいります。

当社グループとしては、これらの状況を踏まえて、基本的な経営戦略に則りながら、品質を重視し、かつ、他店より

も競争力のある価格での販売が可能な商品の確保に努めるべく、今までより更に、国内外の仕入ネットワークを確

固たる体制とすべく努力を継続推進してまいります。

このような対応に加え、当社を取り巻く事業環境に係る情報を入手し、これらを常に認識しながら機敏な対応を

図ってまいります。

　

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

（資金需要）

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、当社販売商品の購入のほか、販売費及び一般管理費等の営業費

用によるものであります。

　営業費用の主なものは、人件費、店舗賃借料及び店舗運営に関わる費用（運送費・包装用品費・水道光熱費・販売

促進費等）であります。

　設備資金需要のうち主なものは、小売事業、飲食事業の新規店舗・改装店舗に関わる店舗内装・空調・衛生厨房設

備等の販売拠点の拡充・整備によるものと、情報システムに関わるセキュリティ対策や通信設備等の整備によるも

のであります。

（財務政策）

当社グループは現在、運転資金及び設備投資資金につきましては、内部資金でまかなう事を基本方針としており

ます。

従いまして、無借金経営政策を継続しておりますが、借入枠につきましては、金融機関２行との間に合計６億円の

当座借越契約を締結し、不測の事態に備えております。

当社グループは、健全な財務状態を継続しつつ、営業活動より生み出すキャッシュ・フローにて、当社グループの

成長を維持するために将来必要な資金を調達することが可能と考えております。
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(7）経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、第１に、魚食に関する社会環境の変化を重要な与件としてとらえており、第２に、国内

での水産業界の再編や流通業界のオーバーストアの状況を踏まえた厳しい競争、第３に、その中での企業の生き残

りをかけた戦略的な対応を大きな問題ととらえております。

また、昨年来の金融不安に起因する不況感の高まり、企業業績・雇用状況の悪化、これらに伴う消費の減退等の当

社の業績に与える影響について、対処すべき課題ととらえております。

　これらに対し、会社の基本方針に則り、「安心・安全・満足」の経営理念を守って、「良い食材を、新鮮なままで、

できるだけ安く提供する」ことにより、日本人にとって欠かせない「鮮魚を中心とした食生活」の充実に寄与する

ことをめざしてまいります。近年、人口減少・高齢化・魚離れ・漁業の衰退等が表面化し、魚食について先細りの傾

向がうかがえますが、鮮魚の流通を通して、日本伝統の魚食文化を伝えることに貢献できるよう、言い換えれば、お

客様にもっと「魚」を食して頂けるよう魚食の素晴らしさを、魚の紹介や料理・調理の方法の提供等を行い、より

良い商品をより安く提供できるよう努力邁進してまいります。

この実現のため、経営方針に「改革・改善」を掲げ、鮮魚の流通や提供方法の革新、業務効率を上げるためのしく

みづくりに引き続き取り組んでまいります。また、従来推進してまいりました堅実経営をモットーに強い財務体質

かつ収益力のある経営体質づくりに取り組んでまいります。

更に、堅実経営を基本としながら、会社の持つ強固な財務体質と培ってきた鮮魚専門店としてのノウハウ・人材

を活用し、厳しい環境の中でも成長のチャンスを掴み取り、更なる発展をめざし、商品・売り方・サービス等の顧客

ニーズへの対応や新しい事業のシーズをとらえ、事業を推進してまいります。

また、不況感の強まりや消費者の価格志向に対応して、当社のバイイングパワーを一層強化し、良い物を安くお客

様に提供し続け、お客様の支持を得ると共に、あらゆるコスト削減の方法やしくみづくりを行い、更なる収益体質の

獲得を進めてまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

重要な設備計画の完了

前四半期連結会計期間末に計画していた設備計画のうち、当第３四半期連結会計期間に完了したものは次のとお

りであります。

提出会社

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容 完了年月

川崎店

（神奈川県川崎市）
小売事業 店舗設備 平成20年11月
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 58,480,000

計 58,480,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,620,000 14,620,000
東京証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株式

数は100株でありま

す。

計 14,620,000 14,620,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高

（株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高

（千円）

平成20年10月１日～

平成20年12月31日
－ 14,620,000 － 1,563,620 － 1,441,946
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（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

（６）【議決権の状況】

  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

 平成20年12月31日現在
区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 100 － 単元株式数 100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,619,300 146,193 同　上

単元未満株式 普通株式 600 － －

発行済株式総数 14,620,000 － －

総株主の議決権 － 146,193 －

（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,600株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数36個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成20年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社魚力
東京都八王子市石川

町2969番地５
100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 1,183 1,200 1,220 1,243 1,254 1,259 1,100 1,020 1,022

最低（円） 1,152 1,172 1,189 1,180 1,221 1,063 881 981 968

　（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務取締役
 管理本部長、
経営企画室長

常務取締役
管理本部長、総
務部長、経営企
画室長

武藤　輝雄 平成20年９月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　(1) 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　(2) 第１四半期連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）より四半期連結財務諸表を作成してい

るため、前連結会計年度末に係る要約連結貸借対照表については記載しておりません。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新橋監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,012,303

売掛金 2,314,966

商品 1,346,285

貯蔵品 17,540

その他 396,766

流動資産合計 5,087,862

固定資産

有形固定資産 ※
 2,680,337

無形固定資産 98,043

投資その他の資産

投資有価証券 5,030,582

その他 2,251,044

投資その他の資産合計 7,281,626

固定資産合計 10,060,007

資産合計 15,147,869

負債の部

流動負債

買掛金 1,547,340

未払金 877,741

未払法人税等 6,209

賞与引当金 125,026

その他 170,965

流動負債合計 2,727,284

固定負債

退職給付引当金 5,795

その他 448,098

固定負債合計 453,893

負債合計 3,181,177

純資産の部

株主資本

資本金 1,563,620

資本剰余金 1,441,946

利益剰余金 10,890,055

自己株式 △119

株主資本合計 13,895,502

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △892,335

土地再評価差額金 △1,039,645

為替換算調整勘定 4,168

評価・換算差額等合計 △1,927,812

少数株主持分 △997

純資産合計 11,966,692

負債純資産合計 15,147,869
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 19,129,363

売上原価 11,336,467

売上総利益 7,792,895

販売費及び一般管理費 ※
 7,182,955

営業利益 609,939

営業外収益

受取利息 52,623

受取配当金 20,250

不動産賃貸料 19,170

雑収入 18,884

営業外収益合計 110,928

営業外費用

支払利息 427

不動産賃貸費用 10,861

デリバティブ評価損 44,980

為替差損 45,722

営業外費用合計 101,992

経常利益 618,876

特別利益

固定資産売却益 152

特別利益合計 152

特別損失

固定資産売却損 39

固定資産除却損 24,900

減損損失 13,202

投資有価証券評価損 866,887

その他 4,160

特別損失合計 909,189

税金等調整前四半期純損失（△） △290,161

法人税、住民税及び事業税 20,999

法人税等調整額 △40,217

法人税等合計 △19,217

少数株主損失（△） △11,364

四半期純損失（△） △259,578
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 6,999,446

売上原価 4,089,383

売上総利益 2,910,062

販売費及び一般管理費 ※
 2,513,368

営業利益 396,694

営業外収益

受取利息 561

受取配当金 5,010

不動産賃貸料 6,390

雑収入 4,102

営業外収益合計 16,064

営業外費用

不動産賃貸費用 3,510

デリバティブ評価損 62,681

為替差損 85,165

営業外費用合計 151,357

経常利益 261,401

特別損失

固定資産売却損 33

固定資産除却損 5,974

投資有価証券評価損 866,887

特別損失合計 872,895

税金等調整前四半期純損失（△） △611,494

法人税、住民税及び事業税 △145,559

法人税等調整額 △50,796

法人税等合計 △196,356

少数株主損失（△） △3,044

四半期純損失（△） △412,093
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △290,161

減価償却費 246,190

賞与引当金の増減額（△は減少） △106,525

退職給付引当金の増減額（△は減少） △674

受取利息及び受取配当金 △72,874

支払利息 427

為替差損益（△は益） 45,983

デリバティブ評価損益（△は益） 44,980

投資有価証券評価損益（△は益） 866,887

売上債権の増減額（△は増加） △1,176,072

たな卸資産の増減額（△は増加） △10,334

仕入債務の増減額（△は減少） 686,403

未払金の増減額（△は減少） 243,677

その他 62,131

小計 540,039

利息及び配当金の受取額 70,978

利息の支払額 △427

法人税等の支払額 △482,430

営業活動によるキャッシュ・フロー 128,159

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △456,323

投資有価証券の取得による支出 △438,973

投資有価証券の売却による収入 199,480

その他 △32,592

投資活動によるキャッシュ・フロー △728,409

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 400,000

短期借入金の返済による支出 △400,000

自己株式の取得による支出 △119

配当金の支払額 △365,197

財務活動によるキャッシュ・フロー △365,317

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,775

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △968,342

現金及び現金同等物の期首残高 1,893,721

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

84,171

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,009,550
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

当社グループは第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しております。四半期連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項については、「追加情報」に記載しております。

 

【簡便な会計処理】

 
 
 

当第３四半期連結累計期間 
（自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日）

固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する

方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

該当事項はありません。

 

【追加情報】

第１四半期連結会計期間より、連結子会社が事業を開始したため四半期連結財務諸表を作成しております。四半期連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項は以下のとおりであります。

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　　１社

連結子会社名

ウオリキ・フレッシュ・インク

第１四半期連結会計期間より、ウオリキ・フレッシュ・インクは重要性が増したため、連結

の範囲に含めることとしました。

 (2) 非連結子会社の名称等

該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 該当事項はありません。

３．連結子会社の四半期会計期間等に関す

る事項

連結子会社の四半期会計期間の末日は、四半期連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項 （イ）重要な資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

 その他有価証券

時価のあるもの

四半期連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）

 時価のないもの

移動平均法による原価法

 (2）デリバティブ

時価法
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項目
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

 (3）たな卸資産

商品

当社は先入先出法による原価法、ただし店舗在庫は最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を、また、在外連結子会社は先入先出法による低

価法を採用しております。

 貯蔵品

当社は最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）を採用しております。

 （ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

当社は定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については

定額法）を、また、在外連結子会社は当該国の会計基準の規定に基づく定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

 建物 13～38年

工具器具備品 5～20年

 (2) 無形固定資産

当社は自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）による定額法を採

用しております。

 (3) 長期前払費用

当社は均等償却を採用しております。

 (4) 投資不動産

当社は定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した投資建物（投資建物附属設備を除く）に

ついては定額法、また、投資借地権については土地の賃借契約期間にわたる均等償却）を採用しており

ます。

 （ハ）重要な引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社は一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上することとしてお

ります。また在外連結子会社は主として特定の債権について回収不能見込額を計上することとしてお

ります。
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項目
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

 (2) 賞与引当金

当社は従業員の賞与の支給に充てるため、過去の支給実績を勘案し、賞与支給見込額の当四半期

連結会計期間負担額を計上しております。

 (3) 退職給付引当金

当社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当四半期連結会計期間末において発生していると認められる額を計上してお

ります。

過去勤務債務は、発生年度に全額損益処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（９年）による定率法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

（退職給付制度の変更） 

当社は退職金制度について、平成20年10月１日付で、税制適格退職年金制度から確定給付企業年

金制度に移行いたしました。

この制度変更に伴う過去勤務債務は△6,378千円であり、発生年度に全額損益処理しておりま

す。

 （ニ）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、四半期連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、四半期連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しております。

 （ホ）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

 （ヘ）その他四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価

に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

６．四半期連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、2,130,151千円であります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与手当 2,862,007千円

賞与引当金繰入額 125,026 

退職給付引当金繰入額 48,062 

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与手当 1,139,856千円

退職給付引当金繰入額 12,437 

賃借料 509,506 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 1,012,303

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,753

現金及び現金同等物 1,009,550
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平

成20年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  14,620,000株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 100株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

配当金支払額

 

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年５月８日

取締役会
普通株式 365,500 25 平成20年３月31日 平成20年６月30日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）

 
小売事業
（千円）

飲食事業
（千円）

卸売事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 5,744,377307,630947,4386,999,446 － 6,999,446

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － 30,175 30,175(30,175) －

 計 5,744,377307,630977,6147,029,622(30,175)6,999,446

 営業利益又は営業損失（△） 475,8257,760△18,408465,178(68,483)396,694

 

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

 
小売事業
（千円）

飲食事業
（千円）

卸売事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 15,220,130883,2883,025,94319,129,363 － 19,129,363

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － 68,224 68,224(68,224) －

 計 15,220,130883,2883,094,16819,197,587(68,224)19,129,363

 営業利益又は営業損失（△） 893,553△1,410△79,611812,530(202,591)609,939

（注）１．事業区分の方法

事業区分は、販売方法の類似性を考慮し、小売事業、飲食事業、卸売事業に区分しております。

２．各区分に属する主要な事業内容

事業区分 主要な事業内容

小売事業 鮮魚（冷凍品、加工品、塩干魚等含む）、寿司の小売販売

飲食事業 一般寿司店、海鮮居酒屋の経営

卸売事業 国内外食品スーパー、飲食店、食品メーカー等への魚介類卸売

 

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平

成20年４月１日　至平成20年12月31日）

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

 

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平

成20年４月１日　至平成20年12月31日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

満期保有目的の債券で時価のあるもの及びその他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重

要なものとなっており、かつ、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

 
四半期連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 90,680 144,787 54,107

(3）その他 － － －

合計 90,680 144,787 54,107

 

２．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
四半期連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

(1）株式 96,284 59,808 △36,476

(2）債券 － － －

(3）その他 6,348,399 4,880,094 △1,468,305

合計 6,444,683 4,939,902 △1,504,781

（注） 当第３四半期連結会計期間において、その他有価証券については866,887千円の減損処理を行っております。表

中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、その他有価証券の減損処理については、当第３四

半期連結会計期間末において時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合に減損処理を行っております。

   

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）

　対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前

事業年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

対象物の種類 取引の種類 契約額等 時価（千円） 評価損益（千円）

通貨

スワップ取引   

米ドル（受取）

日本円（支払） 

1,200千ドル

114,984千円
△6,095 △6,095

オプション取引    

買建（コール）    

 米ドル 6,000千ドル 15,318 15,318

売建（プット）    

 米ドル  12,000千ドル △162,941 △162,941

 合計 － △153,718 △153,718

　（注）１．時価の算定方法

通貨スワップ及び通貨オプションの時価は、取引金融機関から提示された価格によっております。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引はありません。

３．「契約額等」の金額は当第３四半期連結会計期間末の未実行残高を記載しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 818.59円

２．１株当たり四半期純損失金額

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △17.76円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 △28.19円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

四半期純損失（△）（千円） △259,578 △412,093

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △259,578 △412,093

期中平均株式数（株） 14,619,927 14,619,900

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月12日

株式会社魚力

取締役会　御中

新橋監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 山　田　　　岳　　印

 業務執行社員  公認会計士 佐々木　裕美子　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社魚力の平成

20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社魚力及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日を

もって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。　

　２．四半期連結財務諸表の範囲には、ＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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